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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　主噴射の前後の燃焼可能なタイミングに、前記主噴射よりも少ない噴射量での副噴射を
少なくとも一回実行する燃料噴射装置を有したディーゼル機関に用いられる使用燃料のセ
タン価を検出する燃料性状検出装置であって、
　前記副噴射の一つを特定噴射とし、予め規定された初期量、及び前記初期量から変更量
だけ異なる基準量を前記噴射量として前記特定噴射を前記燃料噴射装置に実行させる副噴
射制御手段と、
　前記ディーゼル機関の燃焼状態を特定可能な物理量である特定量を取得する物理量取得
手段と、
　前記物理量取得手段が前記初期量での特定噴射時に取得した前記特定量を初期特定量と
し、前記物理量取得手段が前記基準量での特定噴射時に取得した前記特定量を変更特定量
とし、前記初期特定量から前記変更特定量への変化量を変更物理量として、前記変更量に
対する前記変更物理量の割合を表す変更感度を導出する変更感度導出手段と、
　前記変更感度と燃料のセタン価との対応関係を用いて、前記変更感度導出手段で導出さ
れた変更感度から、前記使用燃料のセタン価を検出する燃料性状検出手段と、
　前記ディーゼル機関が利用されている時の動作環境を表す環境指標を取得する環境指標
取得手段と、
　前記ディーゼル機関の運転状態を表す運転指標を取得する運転指標取得手段と、
　前記ディーゼル機関のシリンダ内に流入する気体の状態を表す吸気指標を取得する吸気
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指標取得手段と、
　前記環境指標取得手段で取得された環境指標、前記運転指標取得手段で取得された運転
指標、前記吸気指標取得手段で取得された吸気指標のうち、少なくともいずれか一つが、
各指標毎に予め設定された許容範囲に入る所定状態である場合、前記燃料性状検出手段で
のセタン価の検出を許可する適合判定手段と、
　前記所定状態にて特定噴射を実行した時に得られるべき前記特定量を基準にして予め設
定された範囲を所定範囲とし、前記ディーゼル機関のシリンダ内に流入する気体を流入気
体とし、前記流入気体の温度を吸気温度とし、前記流入気体中の酸素密度を筒内酸素密度
として、前記適合判定手段で前記燃料性状検出手段でのセタン価の検出が許可され、かつ
前記物理量取得手段が取得した前記初期特定量が前記所定範囲から外れている場合、前記
所定範囲から外れた要因が、前記吸気温度、もしくは前記筒内酸素密度の少なくとも一方
であるかを判定する要因判定手段と、
　前記要因判定手段での判定結果に基づき、前記燃料性状検出手段で検出されるセタン価
を補正する補正手段と
　を備えることを特徴とする燃料性状検出装置。
【請求項２】
　前記要因判定手段は、
　予め規定された限界量までは、前記特定噴射を実行する毎に、前記噴射量を予め設定さ
れた所定量だけ変更する噴射量変更手段と、
　前記ディーゼル機関に備えられ、大気中の空気と排気ガスとを混合して前記流入気体を
生成し、大気中の空気の流入量と排気ガスの流入量とを調整する調整機構を、前記噴射量
変更手段が前記限界量まで前記噴射量を変更した後、前記筒内酸素密度が増加するように
制御する流入制御手段と
　を備え、
　前記副噴射変更手段により変更された前記噴射量が前記限界量に達するまでの特定噴射
時に、前記物理量取得手段で取得した特定量が前記所定範囲内へと移行した場合、前記要
因が、前記吸気温度であるものと判定し、前記流入制御手段が前記筒内酸素密度を増加さ
せた後、前記特定噴射を実行した時点で、前記物理量取得手段が取得した特定量が前記所
定範囲内へと移行した場合、前記要因が、前記筒内酸素密度であるものと判定することを
特徴とする請求項１に記載の燃料性状検出装置。
【請求項３】
　前記補正手段は、
　前記筒内酸素密度を算出する酸素密度算出手段を備え、
　前記要因判定手段での判定結果が前記筒内酸素密度である場合、予め設定した所定の酸
素密度よりも前記酸素密度算出手段で算出された筒内酸素密度が高いほど、前記燃料性状
検出手段で検出されたセタン価が低下するように補正することを特徴とする請求項１また
は請求項２に記載の燃料性状検出装置。
【請求項４】
　前記補正手段は、
　前記吸気温度を取得する温度取得手段を備え、
　前記要因判定手段での判定結果が前記吸気温度である場合、前記温度取得手段で取得し
た吸気温度が、前記所定状態での吸気温度から高温側に離れているほど、前記燃料性状検
出手段で検出されたセタン価が低下するように補正することを特徴とする請求項１ないし
請求項３のいずれかに記載の燃料性状検出装置。
【請求項５】
　前記物理量取得手段が取得する特定量は、
　前記ディーゼル機関にて発生する仕事量である発生仕事量、前記ディーゼル機関での回
転数変動の少なくともいずれか一つであることを特徴とする請求項１ないし請求項４のい
ずれかに記載の燃料性状検出装置。
【請求項６】
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　主噴射の前後の燃焼可能なタイミングに、前記主噴射よりも少ない噴射量での副噴射を
少なくとも一回実行する燃料噴射装置を有したディーゼル機関に用いられている使用燃料
のセタン価を検出する燃料性状検出方法であって、
　前記副噴射の一つを特定噴射とし、予め規定された初期量、及び前記初期量から変更量
だけ異なる基準量を前記噴射量として前記特定噴射を前記燃料噴射装置に実行させる特定
噴射過程と、
　前記初期量での特定噴射時に取得した前記特定量を初期特定量とし、前記基準量での特
定噴射時に取得した前記特定量を変更特定量とし、前記初期特定量から前記変更特定量へ
の変化量を変更物理量として、前記変更量に対する前記変更物理量の割合を表す変更感度
を導出する変更感度導出過程と、
　前記変更感度と燃料のセタン価との対応関係を用いて、前記変更感度導出過程で導出さ
れた変更感度から、前記使用燃料のセタン価を検出する燃料性状検出過程と、
　前記ディーゼル機関が利用されている時の動作環境を表す環境指標を取得する環境指標
取得過程と、
　前記ディーゼル機関の運転状態を表す運転指標を取得する運転指標取得過程と、
　前記ディーゼル機関のシリンダ内に流入する気体の状態を表す吸気指標を取得する吸気
指標取得過程と、
　前記環境指標取得過程で取得された環境指標、前記運転指標取得過程で取得された運転
指標、前記吸気指標取得過程で取得された吸気指標のうち、少なくともいずれか一つが、
各指標毎に予め設定された許容範囲に入る所定状態である場合、前記燃料性状検出過程で
のセタン価の検出を許可する適合判定過程と、
　前記所定状態にて特定噴射を実行した時に得られるべき前記特定量を基準にして予め設
定された範囲を所定範囲とし、前記ディーゼル機関のシリンダ内に流入する気体を流入気
体とし、前記流入気体の温度を吸気温度とし、前記流入気体中の酸素密度を筒内酸素密度
として、前記適合判定過程で前記燃料性状検出過程でのセタン価の検出が許可され、かつ
前記物理量取得過程が取得した前記初期特定量が前記所定範囲から外れている場合、前記
所定範囲から外れた要因が、前記吸気温度、もしくは前記筒内酸素密度の少なくとも一方
であるかを判定する要因判定過程と、
　前記要因判定過程での判定結果に基づき、前記燃料性状検出過程で検出されるセタン価
を補正する補正過程と
　を有することを特徴とする燃料性状検出方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ディーゼル機関にて使用される燃料の燃料性状を検出する燃料性状検出装置
、及びその燃料性状の検出方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両用ディーゼル機関では、燃焼騒音の低減、排出ＮＯｘの抑制等のために、主
噴射の前後に副噴射を実行する多段噴射制御がなされている。
　この多段噴射制御による効果をより確実なものとするためには、実際に使用されている
軽油等の燃料性状（特に、セタン価）を検出し、副噴射時の噴射量や、噴射タイミングを
修正（補正）することが重要となる。
【０００３】
　このため、ディーゼル機関で使用される燃料の燃料性状を検出する方法として、予め規
定された数周期（１周期は単位時間）分の回転数から最大回転数と最小回転数との偏差（
以下、回転変動とする）を求め、その回転変動が基準値よりも大きい場合、燃料性状は重
質であり、回転変動が基準値よりも小さい場合、燃料性状は軽質であることを検出するこ
とが提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
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　また、燃料性状を検出する方法の中には、筒内圧センサー（即ち、シリンダー内の圧力
を計測）を用いて、副噴射での着火のタイミングや燃焼量を測定し、それらの測定結果か
ら使用燃料のセタン価を検出することも提案されている（例えば、特許文献２参照）。
【特許文献１】特開２００５－２３８５６号公報
【特許文献２】特開２００６－２２６１８８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、ディーゼル機関では、たとえ、燃料性状が同一な使用燃料を一定量ずつ噴射
し続けたとしても、外気温やシリンダ内に吸入される空気の性状等によって回転数は、大
きな影響を受ける。
【０００６】
　このため、特許文献１に記載の燃料性状の検出方法では、回転数が、燃料性状の変化に
よって変動したのか、その他の要因に起因して変動したのか特定することができず、燃料
性状を正確に検出できないという問題がある。
【０００７】
　また、筒内圧センサーは、通常、主噴射時の筒内圧を検出するために設置されるもので
あり、副噴射時のような微小量（主噴射の１／３０程度）を噴射した時の圧力変動では、
燃焼による出力なのかノイズによる出力なのか判定が困難である。即ち、従来の筒内圧セ
ンサーでは、副噴射での着火のタイミングや燃焼量を検出できない可能性があり、特許文
献２に記載の燃料性状検出方法であっても、使用燃料の燃料性状を正確に検出できないと
いう問題がある。
【０００８】
　そこで、本発明は、使用燃料のセタン価の検出精度を向上させることが可能な燃料性状
検出装置、及び燃料性状の検出方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するためになされた本発明は、主噴射の前後の燃焼可能なタイミングに
、主噴射よりも少ない噴射量での副噴射を少なくとも一回実行する燃料噴射装置を有した
ディーゼル機関に用いられる使用燃料のセタン価を検出する燃料性状検出装置である。
【００１０】
　その本発明の燃料性状検出装置では、副噴射制御手段が、副噴射の一つを特定噴射とし
、予め規定された初期量、及び初期量から変更量だけ異なる基準量を噴射量として特定噴
射を燃料噴射装置に実行させ、物理量取得手段が、ディーゼル機関の燃焼状態を特定可能
な物理量である特定量を取得する。
【００１１】
　そして、変更感度導出手段が、物理量取得手段が初期量での特定噴射時に取得した初期
特定量から基準量での特定噴射時に取得した変更特定量への変化量を変更物理量として求
め、変更量に対する変更物理量の割合を表す変更感度を導出すると共に、燃料性状検出手
段が、変更感度と燃料のセタン価との対応関係を用いて、変更感度導出手段で導出された
変更感度から、使用燃料のセタン価を検出する。
　さらに、環境指標取得手段が、ディーゼル機関が利用されている時の動作環境を表す環
境指標を取得し、運転指標取得手段が、ディーゼル機関の運転状態を表す運転指標を取得
し、吸気指標取得手段が、ディーゼル機関のシリンダ内に流入する気体の状態を表す吸気
指標を取得すると共に、適合判定手段が、取得された環境指標、運転指標、吸気指標のう
ち、少なくともいずれか一つが、各指標毎に予め設定された許容範囲に入る所定状態であ
る場合、燃料性状検出手段でのセタン価の検出を許可する。
　しかも、本発明の燃料性状検出装置では、所定状態にて特定噴射を実行した時に得られ
るべき特定量を基準にして予め設定された範囲を所定範囲とし、ディーゼル機関のシリン
ダ内に流入する気体を流入気体とし、流入気体の温度を吸気温度とし、流入気体中の酸素
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密度を筒内酸素密度として、適合判定手段で燃料性状検出手段でのセタン価の検出が許可
され、かつ物理量取得手段が取得した初期特定量が所定範囲から外れている場合、要因判
定手段が、所定範囲から外れた要因が、吸気温度、もしくは筒内酸素密度の少なくとも一
方であるかを判定し、補正手段が、要因判定手段での判定結果に基づき、燃料性状検出手
段で検出されるセタン価を補正する。
【００１２】
　つまり、本発明の燃料性状検出装置では、予め規定された少なくとも２水準の噴射量に
て特定噴射を実行し、その時の噴射量の変化分である変更量に対する特定量の変化量（即
ち、変更物理量）の変化率（即ち、変更感度）を導出し、変更感度に基づいて使用燃料の
セタン価を検出する。
【００１３】
　したがって、ディーゼル機関の運転状態や、動作環境にバラつきが生じたとしても、変
更感度は大きく変動しないことから、本発明の燃料性状検出装置によれば、ディーゼル機
関の運転状態や、動作環境による影響をオフセットでき、この結果、セタン価の検出精度
を向上させることができる。
【００１４】
　このため、本発明の燃料性状検出装置にて検出された使用燃料のセタン価を用いて、副
噴射のタイミングや、副噴射時の噴射量、ディーゼル機関からの排気ガスをシリンダ内へ
と還流する際の還流ガス量を制御することにより、排気エミッション（例えば、ＮＯｘ，
スモーク，ＨＣ，Ｃｏ）を低減することができる。
【００１５】
　また、本発明の燃料性状検出装置によれば、新たなセンサー等を設ける必要がないため
、当該装置を構成するために必要な費用を抑制することができる。
　なお、ここで言う物理量とは、燃焼量が大きいほど値が増加するものであり、また、変
更感度とセタン価との対応関係とは、変更感度が増加するほど高いセタン価となるもので
ある。
【００１７】
　このように構成された燃料性状検出装置によれば、各指標が許容範囲に入る、即ち、デ
ィーゼル機関が予め設定された動作条件を満たす場合にセタン価を検出するため、使用燃
料のセタン価の検出精度をより向上させることができる。
【００１８】
　特に、適合判定手段は、環境指標、運転指標、及び吸気指標の全てが許容範囲内である
場合に、セタン価の検出を許可することが望ましく、この場合、より厳しい動作条件の下
でセタン価を検出するため、検出精度をより確実に向上させることができる。
【００１９】
　なお、適合判定手段は、環境指標、運転指標、及び吸気指標のうち、少なくともいずれ
か一つが許容範囲に入る場合に、副噴射制御手段が初期量、及び基準量にて特定噴射を実
行することで、燃料性状検出手段でのセタン価の検出を実行することが望ましい。
【００２０】
　ただし、ここで言う環境指標とは、ディーゼル機関のシリンダ内に流入する流入気体の
温度や、大気圧を表すものであり、運転指標とは、ディーゼル機関の回転数や、主噴射も
しくは副噴射時での噴射量を表すものである。また、吸気指標とは、ディーゼル機関のシ
リンダ内に流入する流入気体の流入量を少なくとも含むものであり、ディーゼル機関が排
気ガスを還流して、シリンダ内に流入する還流機構を有したものであれば、流入気体の全
流入量に対する還流量の割合（いわゆるＥＧＲ率）を含むことが望ましい。
【００２２】
　このように構成された本発明の燃料性状検出装置によれば、初期特定量が所定範囲から
外れた要因に基づいてセタン価を補正するため、最終的に出力されるセタン価の検出精度
をより向上させること、即ち、補正後のセタン価を実際のセタン価に近づけることができ
る。
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【００２３】
　ただし、ここで言う筒内酸素密度とは、流入気体の量（質量もしくは体積）に対する酸
素量（質量もしくは体積）を表す指標であり、例えば、流入気体中の酸素質量を隙間容積
で除することで求められる。
【００２４】
　そして、本発明の燃料性状検出装置における要因判定手段には、請求項２に記載のよう
に、予め規定された限界量までは、特定噴射を実行する毎に、所定量だけ異なる噴射量へ
と変更する噴射量変更手段と、ディーゼル機関に備えられ、大気中の空気と排気ガスとを
混合して流入気体を生成し、大気中の空気の流入量と排気ガスの流入量とを調整する調整
機構を、噴射量変更手段が限界量まで噴射量を変更した後、筒内酸素密度が増加するよう
に制御する流入制御手段とが設けられていてもよい。このように要因判定手段が構成され
ている場合、副噴射変更手段が限界量まで噴射量を変更する前での特定噴射時に、物理量
取得手段で取得した特定量が所定範囲内へと移行した場合、要因が、吸気温度であるもの
と判定し、流入制御手段が筒内酸素密度を単調に増加させた後、特定噴射を実行した時点
で、物理量取得手段が取得した特定量が所定範囲内へと移行した場合、要因が、筒内酸素
密度であるものと判定することが望ましい。
【００２５】
　なお、噴射量変更手段は、変更した噴射量を初期量として再規定し、その再規定された
初期量にて副噴射制御手段が副噴射を行っても良い。
　ところで、発明者らは、図８に示すように、筒内酸素密度が所定値（図８中、たとえば
２．０ｇ／ｃｍ3）未満では、噴射量に係わらず使用燃料を噴射しても燃焼が発生せず（
即ち、物理量を取得できず）、筒内酸素密度が所定値（たとえば２．０ｇ／ｃｍ3）以上
では、燃焼量が最大燃焼量（即ち、使用燃料の種類によって決まる最大の燃焼量）となる
までは、筒内酸素密度が増加するほど燃焼量（燃焼率）が増加することを発見した。さら
に、発明者らは、使用燃料のセタン価が低いほど（図８中、高セタン価燃料、中セタン価
燃料、低セタン価燃料の順でセタン価が低くなる）、最大燃焼量を得るために必要な酸素
密度が高くなることを発見した。ただし、図８は、予め規定された一定量を噴射量として
特定噴射を実施した時の筒内酸素密度と燃焼量（もしくは燃焼率）との関係を示したもの
である。
【００２６】
　この発明者らが発見した知見を用いて、使用燃料のセタン価を求める方法としては、筒
内酸素密度が所定値から、最大燃焼量を得るために必要な酸素密度となるまでの区間にお
いて、特定噴射毎に筒内酸素密度を変更（例えば、増加）し、予め規定された燃焼量が得
られた時点での筒内酸素密度を求め、その求めた筒内酸素密度から使用燃料のセタン価を
求めることが考えられる。さらには、特定噴射毎に筒内酸素密度を変更（例えば、増加）
し、最大燃焼量が得られた（例えば、燃焼量が変化しなくなった）時点での筒内酸素密度
を求め、その求めた筒内酸素密度から使用燃料のセタン価を求めること等も考えられる。
【００２７】
　これらの知見を用いて使用燃料のセタン価を補正するためには、本発明の燃料性状検出
装置における補正手段は、請求項３に記載のように、酸素密度算出手段が筒内酸素密度を
算出すると共に、要因判定手段での判定結果が筒内酸素密度である場合、予め設定してい
る所定の酸素密度よりも筒内酸素密度が高いほど、燃料性状検出手段で検出されたセタン
価が低下するように補正するように構成されていることが望ましい。
【００２８】
　このように構成された燃料性状検出装置によれば、筒内酸素密度が高いほどセタン価が
低下するように補正することで、セタン価の検出精度をより向上させることができる。
　また、本発明の燃料性状検出装置における補正手段は、請求項４に記載のように、温度
取得手段が吸気温度を取得すると共に、要因判定手段での判定結果が吸気温度である場合
、吸気温度が、所定状態での吸気温度から高温側に離れているほど、燃料性状検出手段で
検出されたセタン価が低下するように補正するように構成されていることが望ましい。
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【００２９】
　このように構成された燃料性状検出装置によれば、吸気温度が所定状態での吸気温度か
ら高温側に離れているほどセタン価が低下するように補正することで、セタン価の検出精
度をより向上させることができる。
【００３０】
　さらに、本発明の燃料性状検出装置における特定量は、請求項５に記載のように、発生
仕事量、回転数変動の少なくともいずれか一つであることが望ましい。
　このような本発明の燃料性状検出装置によれば、特許文献２に記載の燃料性状を検出す
る方法と異なり、筒内圧センサーが不要となるため、使用燃料の燃料性状を安価に検出す
ることができる。
【００３１】
　ただし、ここで言う発生仕事量とは、ディーゼル機関での特定噴射時に発生する仕事量
を表す指標であり、例えば、ディーゼル機関にて発生するトルク、燃焼量にて代用するこ
とや、回転数から導出することができる。なお、副噴射時のシリンダ内の圧力を精度良く
検出可能であれば、筒内圧力から導出した仕事量や、筒内圧力そのものを特定量としても
良い。
【００３２】
　特に、特定量をトルクから求めれば、副噴射によって発生する微小燃焼であっても、精
度良く検出することができる。このため、少ない噴射量で使用燃料のセタン価を検出でき
る。
【００３３】
　なお、本発明が燃料性状検出方法としてなされた場合、請求項６に記載のように、特定
噴射過程にて、予め規定された初期量、及び初期量から変更量だけ異なる基準量を噴射量
として特定噴射を燃料噴射装置に実行させ、変更感度導出過程にて、初期量での特定噴射
時に取得した初期特定量から基準量での特定噴射時に取得した変更特定量への変化量を変
更物理量として求め、変更量に対する変更物理量の割合を表す変更感度を導出して、燃料
性状検出過程にて、変更感度と燃料のセタン価との対応関係を用いて、変更感度導出過程
で導出された変更感度から、使用燃料のセタン価を検出するようにされている。
　その上、環境指標取得過程が、ディーゼル機関が利用されている時の動作環境を表す環
境指標を取得し、運転指標取得過程が、ディーゼル機関の運転状態を表す運転指標を取得
し、吸気指標取得過程が、ディーゼル機関のシリンダ内に流入する気体の状態を表す吸気
指標を取得すると共に、適合判定過程が、取得された環境指標、運転指標、吸気指標のう
ち、少なくともいずれか一つが、各指標毎に予め設定された許容範囲に入る所定状態であ
る場合、燃料性状検出過程でのセタン価の検出を許可する。
　さらに、本発明の燃料性状検出装置では、所定状態にて特定噴射を実行した時に得られ
るべき特定量を基準にして予め設定された範囲を所定範囲とし、ディーゼル機関のシリン
ダ内に流入する気体を流入気体とし、流入気体の温度を吸気温度とし、流入気体中の酸素
密度を筒内酸素密度として、適合判定過程で燃料性状検出過程でのセタン価の検出が許可
され、かつ物理量取得過程が取得した初期特定量が所定範囲から外れている場合、要因判
定過程が、所定範囲から外れた要因が、吸気温度、もしくは筒内酸素密度の少なくとも一
方であるかを判定し、補正過程が、要因判定過程での判定結果に基づき、燃料性状検出過
程で検出されるセタン価を補正する。
【００３４】
　このような燃料性状検出方法であっても、請求項１に記載の燃料性状検出装置と同様の
効果を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３５】
　以下に本発明の実施形態を図面と共に説明する。
〈全体構成〉
　図１は、本発明が適用された内燃機関制御システムの概略構成を示した説明図である。
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【００３６】
　図１に示すように、本実施形態の内燃機関制御システム１は、自動車に搭載された４気
筒のディーゼル機関５を中心に構成されたものであり、ディーゼル機関５から排出される
排気ガスを、導管１１を用いて車両外へ排気する排気系１０と、大気中の空気（以下、新
鮮空気とする）と排気ガスとを混合してディーゼル機関５に供給する吸気系２０とを備え
ている。さらに、内燃機関制御システム１は、燃料タンク４１に蓄えられた燃料（即ち、
軽油等、以下、使用燃料とする）をディーゼル機関５に供給する燃料供給系４０と、吸気
系２０や燃料供給系４０を制御すると共に、使用燃料のセタン価を検出する内燃機関制御
ＥＣＵ５０とを備えている。
【００３７】
　このうち、排気系１０は、ディーゼル機関５から排出された排気ガス中の窒素酸化物（
ＮＯｘ）や、硫黄酸化物（ＳＯｘ）を還元するための後処理装置１２を備え、その後処理
装置１２は、ディーゼル機関５から車両外へと排気ガスを排出するための経路上に設置さ
れている。
【００３８】
　また、吸気系２０は、ディーゼル機関５に新鮮空気を供給するための新鮮空気供給系２
２と、ディーゼル機関５から排出された排気ガスをディーゼル機関５に還流するための還
流系３０とを備え、新鮮空気の供給量と排気ガスの供給量とを調整した上で、それらの気
体を混合し、ディーゼル機関５に供給するものである。
【００３９】
　そのうち、新鮮空気供給系２２は、大気中の空気から塵等を除去して導管２７に新鮮空
気を送り込むエアクリーナ２３と、新鮮気体を圧縮するための過給機２４と、過給機２４
にて圧縮された新鮮気体を冷却する吸気冷却装置２５と、吸気冷却装置２５にて冷却され
た新鮮空気のディーゼル機関５への供給量を調整するための調整弁（以下、新鮮気体調整
弁とする）２６とを備えている。そして、これらのエアクリーナ２３、過給機２４、吸気
冷却装置２５、新鮮気体調整弁２６は、導管２７を介して接続されている。
【００４０】
　一方、還流系３０は、ディーゼル機関５から排出される排気ガスを冷却する還流ガス冷
却装置３１と、還流ガス冷却装置３１にて冷却された排気ガス（以下、還流ガスと称す）
のディーゼル機関５への供給量を調整するための調整弁（以下、還流ガス調整弁とする）
３２とを備えている。そして、これらの還流ガス冷却装置３１、還流ガス調整弁３２は、
導管３３を介して接続されている。
【００４１】
　なお、吸気系２０は、新鮮空気供給系２２の導管２７と、還流系３０の導管３３とが、
それぞれの調整弁２６、３２よりも下流（即ち、ディーゼル機関５に近い）側にて接続さ
れている。つまり、吸気系２０は、排気ガスを還流して、新鮮気体との混合気（以下、流
入気体とする）をディーゼル機関５内に供給する、いわゆる還流機構を有したものである
。
【００４２】
　また、燃料供給系４０は、使用燃料を蓄える燃料タンク４１と、燃料タンク４１に蓄え
られた使用燃料を加圧するサプライポンプ４２と、サプライポンプ４２で加圧された高圧
な使用燃料（例えば、１８０ＭＰａ程度）を蓄えるコモンレール４３と、コモンレール４
３から供給される高圧な使用燃料をシリンダ内に噴射するインジェクタ４４とを備えてい
る。
【００４３】
　このうち、インジェクタ４４は、内燃機関制御ＥＣＵ５０から入力されたパルス状の電
流（以下、駆動信号とする）により駆動され開弁する電磁駆動式の開閉弁を有しており、
ディーゼル機関５の各気筒に一つずつ配設されている。なお、各インジェクタ４４は、入
力された駆動信号の立上がり位置によって使用燃料の噴射タイミングが、駆動信号のパル
ス幅によって使用燃料の噴射量が制御されるものである。
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【００４４】
　なお、内燃機関制御システム１には、流入気体の温度（以下、吸気温度とする）を検出
する吸気温センサー５１と、流入気体の圧力を検出する吸気圧センサー５２と、流入気体
中の酸素量を検出する吸気組成センサー５３と、空燃比を検出するためのＡ／Ｆセンサー
５４と、大気圧を検出するための大気圧センサー５５と、ディーゼル機関５のクランク角
を検出するクランク角センサー５６と、ディーゼル機関５内の燃焼により発生するトルク
を検出するトルクセンサー５７とが備えられている。さらに、内燃機関制御システム１に
は、図示しないが、アクセル開度を検出するアクセルセンサー、冷却水の温度を検出する
水温センサー、コモンレール内に蓄えられた使用燃料の圧力（いわゆるコモンレール圧）
を検出するコモンレール圧センサー等のセンサーも備えられている。なお、以下では、こ
れらのセンサーをセンサー群と総称する。
〈内燃機関制御ＥＣＵ〉
　次に、内燃機関制御ＥＣＵについて説明する。
【００４５】
　内燃機関制御ＥＣＵ５０は、電源を切断しても記憶内容を保持する必要のあるデータや
、プログラムを格納するＲＯＭと、処理途中で一時的に生じたデータを格納するＲＡＭと
、ＲＯＭやＲＡＭに記憶された処理プログラムを実行するＣＰＵとを少なくとも備えた周
知のマイクロコンピュータを中心に構成されたものである。なお、内燃機関制御ＥＣＵ５
０には、センサー群や、新鮮気体調整弁２６、還流ガス調整弁３２、各インジェクタ４４
が接続されている。そして、内燃機関制御ＥＣＵ５０は、センサー群から入力された情報
、及び出力した指令量に基づいて、予め規定された時間間隔（例えば、０．１秒）でのデ
ィーゼル機関５の回転数や、ＥＧＲ率（＝還流ガス量／（新鮮気体量＋還流ガス量））、
シリンダ内に吸気される流入気体の量、流入気体の酸素密度（以下、筒内酸素密度（＝流
入気体中の酸素質量／ピストンヘッドが圧縮端に位置する時の隙間容積）とする）を算出
するように構成されている。
【００４６】
　このうち、ＲＯＭには、インジェクタ４４から使用燃料を噴射するように駆動信号を生
成、出力するメイン処理をＣＰＵが実行するためのメイン処理プログラムが格納されてい
る。
【００４７】
　なお、ここで言うメイン処理は、各シリンダ（ピストン）の動作行程のうちの一回の燃
焼行程において、流入気体と使用燃料との混合気を生成することを目的とするパイロット
噴射、騒音，振動及びＮＯｘの低減を目的とするプレ噴射、ピストンの駆動を目的とする
メイン噴射、燃焼により生じた粒子状物質（ＰＭ）の再燃焼を目的とするアフター噴射、
及び後処理装置での還元反応を促進させることを目的とするポスト噴射をインジェクタ４
４に実行させるものである。
【００４８】
　ただし、メイン噴射（主噴射）は、パイロット噴射、プレ噴射、アフター噴射、及びポ
スト噴射での噴射量よりも多くの量の使用燃料を噴射するものであり、この噴射により、
圧縮行程で高温（おおよそ９００Ｋ以上）となった流入気体を燃焼させ、ピストンを駆動
させる（即ち、膨張行程を実行させる）。また、プレ噴射及びアフター噴射（以下、これ
らの噴射を副噴射とも称す）は、ピストンヘッドが上死点近傍（例えば、マイナス２０ｄ
ｅｇから２０ｄｅｇ、ただし、上死点での角度が０ｄｅｇ）に位置している時に実行され
ることで、圧縮された流入気体にて微小燃焼を発生するものである。
【００４９】
　すなわち、具体的に、メイン処理では、センサー群から取得された情報に基づいて、各
噴射の噴射タイミングを決定すると共に、それぞれの噴射タイミングまでにＲＡＭに格納
され、各噴射毎に設定された噴射量を読み出して、その噴射量にて各インジェクタが使用
燃料を噴射するように駆動信号を生成、出力する。そして、この一連の処理を繰り返すこ
とで、ディーゼル機関５が動作する。
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【００５０】
　つまり、内燃機関制御システム１では、内燃機関制御ＥＣＵ５０がメイン処理を実行す
ることにより、各インジェクタ４４は、ディーゼル機関５の各シリンダでの一回の燃焼行
程において、パイロット噴射、プレ噴射、メイン噴射、アフター噴射、及びポスト噴射と
いう５回の噴射を行う、いわゆる多段噴射を実行する。
【００５１】
　ところで、一般的な内燃機関制御システムでは、ディーゼル機関５の回転数に応じて発
生するべきトルク（以下、目標トルクとする）が予め規定されており、この目標トルクを
発生させるために必要となる吸気温度や、ＥＧＲ率等の各制御目標が、回転数及び目標ト
ルクと対応付けられている。
【００５２】
　つまり、ＲＯＭには、図５に示すように、回転数及び目標トルクと制御目標とが対応付
けられた適合マップが格納されている。具体的に、本実施形態の適合マップは、図５（Ａ
）に示すように、回転数が増加するほど吸気温度が低下するように、回転数（目標トルク
）と吸気温度とが対応付けられた吸気温度適合マップや、図５（Ｂ）に示すように、目標
トルクが増加するほどＥＧＲ率が低下するように、目標トルク（回転数）とＥＧＲ率とが
対応付けられたＥＧＲ率適合マップ等を少なくとも含むものである。
【００５３】
　また、ＲＯＭには、予め規定された異なる噴射量にて副噴射（本実施形態では、プレ噴
射とする）を実行し、その副噴射を実行することで発生するトルク（以下、発生トルクと
する）に基づいて、噴射量の変更分に対する発生トルクの変化量を表すトルク感度を求め
、そのトルク感度から使用燃料のセタン価を検出することに加えて、その検出されたセタ
ン価を、吸気温度、筒内酸素密度に応じて補正するセタン価検出処理をＣＰＵが実行する
ための処理プログラムが格納されている。
【００５４】
　さらに、ＲＯＭには、図６に示すように、セタン価検出処理の実行時に参照され、予め
実験などによって求められた結果に従って、トルク感度が増加するほど高いセタン価とな
るように、トルク感度とセタン価とが対応付けられたセタン価対応マップが記憶されてい
る。このほか、ＲＯＭには、副噴射（本実施形態では、プレ噴射）時の噴射量に応じて最
低限発生するべきトルク（以下、基準トルクｇとする）が、噴射量が増加するほど基準ト
ルクｇも増加するように対応付けられた基準トルクマップが記憶されている。
【００５５】
　また、ＲＯＭには、図７に示すように、セタン価検出処理の実行時に補正係数を導出す
るために参照され、予め実験などによって求められた結果に従って導出された吸気温度補
正マップと、筒内酸素密度補正マップとが記憶されている。
【００５６】
　このうち、吸気温度補正マップは、図７（Ａ）に示すように、吸気温度適合マップに表
された吸気温度（以下、理想温度とする）と実際の吸気温度との偏差（以下、温度偏差と
する）と、補正係数とが対応付けられたものであり、温度偏差が０であれば補正係数は１
に、実際の吸気温度が理想温度よりも高い側に離れるほど、小さな値の補正係数となるよ
うに対応付けられている。一方、筒内酸素密度補正マップは、図７（Ｂ）に示すように、
筒内酸素密度が０から予め規定された所定値（本実施形態では、２．０ｇ／ｃｍ3）未満
では、補正係数が１に、筒内酸素密度が所定値以上であれば、筒内酸素密度が高いほど小
さな値の補正係数となるように対応付けられている。
【００５７】
　つまり、内燃機関制御ＥＣＵは、メイン処理と、セタン価検出処理とを同時に実行可能
に構成されている。
〈セタン価検出処理〉
　次に、内燃機関制御ＥＣＵが実行するセタン価検出処理について説明する。
【００５８】
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　ここで、図２は、セタン価検出処理の処理手順を示したフローチャートである。
　このセタン価検出処理は、ディーゼル機関５が始動された時（本実施形態では、イグニ
ッションスイッチがＯＮされた時とする）に起動されるものであり、各インジェクタ４４
毎に実行されるものである。そして、セタン価検出処理は、起動されると、まず、Ｓ１１
０にて、予め規定された時間間隔毎に算出されるディーゼル機関５の回転数に基づいて、
その回転数の変動（即ち、時間間隔毎の回転数の差分）を運転指標として導出する。
【００５９】
　続く、Ｓ１２０では、Ｓ１１０にて算出した回転数の変動が、予め規定された規定時間
（例えば、１秒間）継続して、予め規定された規定範囲に入るか否かを判定する。即ち、
Ｓ１２０では、Ｓ１１０にて算出される時間間隔毎の回転数のバラつきに基づいて、ディ
ーゼル機関が定常状態にあるか否かを判定する。
【００６０】
　そして、判定の結果、規定時間が経過するまでに、回転数の変動が規定範囲から外れた
場合、ディーゼル機関５が定常状態ではないものとして、Ｓ１１０へと戻り、回転数の変
動が規定時間継続して規定範囲に入るものと判定された場合には、ディーゼル機関５が定
常状態であるものとして、Ｓ１３０へと進む。
【００６１】
　そのＳ１３０では、Ｓ１３０に進んだ時点での吸気温度を環境指標として、Ｓ１３０に
進んだ時点でのＥＧＲ率を吸気指標として求める。
　続くＳ１４０では、ＲＯＭに記憶されている吸気温度適合マップ、及びＥＧＲ率適合マ
ップから、Ｓ１２０にて定常状態であると判定された時の回転数に対応する吸気温度、及
びＥＧＲ率を読み出す。そして、その読み出した吸気温度、及びＥＧＲ率を基準として予
め規定されたそれぞれの許容範囲（例えば、各マップから読み出された吸気温度、及びＥ
ＧＲ率の上下５％程度）に、Ｓ１３０にて求められた環境指標、及び吸気指標のそれぞれ
が入るか否かを判定する。
【００６２】
　その判定の結果、環境指標、及び吸気指標の両方ともが規定範囲に入らない場合、本セ
タン価検出処理を終了し、判定の結果、環境指標、及び吸気指標の両方ともが許容範囲に
入る場合には、セタン価の検出を許可するものとして、Ｓ１５０へと進む。
【００６３】
　続くＳ１５０では、ＲＡＭに格納されたプレ噴射での噴射量Ｑｐが読み出され、その読
み出された噴射量Ｑｐの使用燃料が、インジェクタ４４から噴射されるまで待機する。そ
して、噴射量Ｑｐの使用燃料がインジェクタ４４から噴射されると、そのプレ噴射を実行
することで生じたトルク（即ち、発生トルク）を、トルクセンサー５７によって検出する
。なお、Ｓ１５０に初めて進んだ場合には、初期値として予め設定されている初期設定量
Ｑｐｆが読み出されることになる。
【００６４】
　さらに、Ｓ１６０では、Ｓ１５０にてトルクセンサー５７によって検出された発生トル
クの値（以下、発生トルク値とする）を、そのプレ噴射時の噴射量Ｑｐと対応付けて記憶
する。
【００６５】
　そして、Ｓ１７０では、ＲＯＭに記憶された基準トルクマップから、初期設定量Ｑｐｆ
でのプレ噴射に対応する基準トルクｇを読み出し、Ｓ１６０にて記憶された発生トルク値
が、読み出した基準トルクｇ以上であるか否かを判定し、判定の結果、発生トルクが基準
トルクｇ以上であれば、Ｓ１８０へと進む。
【００６６】
　一方、判定の結果、発生トルクが基準トルクｇ未満であれば、Ｓ１９０へと進む。その
Ｓ１９０では、Ｓ１５０のプレ噴射時での発生トルクが基準トルクｇ未満となった要因（
以下、不発生要因とする）が、吸気温度もしくは筒内酸素密度のいずれであるかを判定し
、その判定結果に従って、吸気温度補正マップ、または筒内酸素密度補正マップから、使
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用燃料のセタン価を補正するための補正係数を導出する補正係数算出処理を実行する。
【００６７】
　〈補正係数算出処理〉
　ここで、補正係数算出処理について説明する。
　図３は、補正係数算出処理の処理手順を示したフローチャートである。
【００６８】
　図３に示すように、この補正係数算出処理は、セタン価検出処理のＳ１９０にて起動さ
れると、まず、Ｓ３１０では、先のＳ１５０にて実行されたプレ噴射時の噴射量Ｑｐを、
予め規定された第二変更量ΔＱｐ２増加した噴射量Ｑｐに設定し、その設定された噴射量
ＱｐをＲＡＭに格納する。
【００６９】
　続く、Ｓ３２０では、ＲＡＭに格納された噴射量Ｑｐがプレ噴射にて噴射されるまで待
機し、Ｓ３１０にて変更された噴射量Ｑｐの使用燃料が噴射されると、そのプレ噴射を実
行することで生じたトルク（即ち、発生トルク）を、トルクセンサー５７によって検出す
る。さらにＳ３３０では、Ｓ３２０にてトルクセンサー５７によって検出された発生トル
ク値を、そのプレ噴射のために増加された噴射量の増加分の和（以下、増加噴射量ΣΔＱ
ｐ２とする）と対応付けて記憶する。
【００７０】
　続く、Ｓ３４０では、ＲＯＭに記憶された吸気温度適合マップから、Ｓ３２０のプレ噴
射時に噴射された噴射量Ｑｐに対応する吸気温度（以下、基準吸気温度とする）を読み出
す。そして、その読み出した基準吸気温度と、Ｓ３４０に進んだ時点での吸気温度との偏
差（以下、吸気ガス温度偏差ΔＴと称す）を算出する。ただし、噴射量Ｑｐと回転数とは
、予め規定された対応関係にある。
【００７１】
　さらに、Ｓ３５０では、Ｓ３３０にて記憶された発生トルク値が、先のＳ１７０にて読
み出した基準トルクｇ以上であるか否かを判定する。そして、判定の結果、発生トルクが
基準トルクｇ以上であれば、不発生要因が吸気温度であるものとして、Ｓ３８０へと進む
。
【００７２】
　そのＳ３８０では、ＲＯＭに記憶された吸気温度補正マップから、Ｓ３４０にて算出さ
れた吸気温度偏差ΔＴに対応する温度補正係数Ｋｔを読み出し、その後、セタン価検出処
理のＳ１８０へと戻る。
【００７３】
　一方、Ｓ３５０での判定の結果、発生トルクが基準トルクｇ未満であれば、Ｓ３６０へ
と進む。そのＳ３６０では、Ｓ３３０で記憶された増加噴射量ΣΔＱｐ２が、予め定めら
れた補正係数算出処理での上限増加量Ｑｐ２MAX以上であるか否かを判定し、判定の結果
、増加噴射量ΣΔＱｐ２が上限増加量Ｑｐ２MAX未満であれば、Ｓ３１０へと戻り、Ｓ３
１０からＳ３５０を繰り返す。
【００７４】
　なお、Ｓ３６０での判定の結果、増加噴射量ΣΔＱｐ２が上限増加量Ｑｐ２MAX以上で
あれば、不発生要因が吸気温度以外であるものとして、Ｓ３７０へと進む。
　そのＳ３７０では、筒内酸素密度補正マップから、使用燃料のセタン価を補正するため
の酸素密度補正係数ＫＯ2を導出する酸素密度補正処理を実行する。
【００７５】
　つまり、補正係数算出処理では、不発生要因が吸気温度であるものと判定すると、吸気
温度偏差ΔＴが高温側に離れるほど、小さな値（ただし、１未満）の温度補正係数Ｋｔを
取得し、不発生要因が吸気温度以外であるものと判定すると、酸素密度補正処理を実行す
る。
〈酸素密度補正処理〉
　ここで、酸素密度補正処理について説明する。



(13) JP 4600469 B2 2010.12.15

10

20

30

40

50

【００７６】
　図４は、酸素密度補正処理の処理手順を示したフローチャートである。
　図４に示すように、この酸素密度補正処理は、補正係数算出処理のＳ３７０にて起動さ
れると、まず、Ｓ４１０では、流入気体中の酸素量が、予め規定された酸素量ΔＯ2d増加
するように、新鮮気体調整弁２６、及び還流ガス調整弁３２に制御指令を出力する。そし
て、制御指令を受けた新鮮気体調整弁２６、及び還流ガス調整弁３２は、それぞれの開放
度を変更し、流入気体中の酸素量を酸素量ΔＯ2dだけ増加させることで、筒内酸素密度を
増加させる。
【００７７】
　続く、Ｓ４２０では、ＲＡＭに格納された噴射量Ｑｐの使用燃料がプレ噴射にて噴射さ
れるまで待機し、噴射量Ｑｐの使用燃料が噴射されると、そのプレ噴射を実行することで
生じたトルク（即ち、発生トルク）を、トルクセンサー５７によって検出する。ただし、
この酸素密度補正処理では、先の補正係数算出処理にて、上限増加量Ｑｐ２MAXまで増加
された噴射量ＱｐがＲＡＭに格納（設定）されている。
【００７８】
　さらにＳ４３０では、Ｓ４２０にてトルクセンサー５７によって検出された発生トルク
値を、そのプレ噴射のために増加された酸素量ΔＯ2dの和（以下、増加酸素量ΣΔＯ2dと
する）と対応付けて記憶する。
【００７９】
　そして、Ｓ４４０では、Ｓ４３０にて記憶された発生トルク値が、先のＳ１７０にて読
み出した基準トルクｇ以上であるか否かを判定する。そして、判定の結果、発生トルクが
基準トルクｇ未満であれば、Ｓ４５０へと進む。
【００８０】
　そのＳ４５０では、Ｓ４３０で記憶された増加酸素量ΣΔＯ2dが、予め定められた酸素
増加量の上限値である上限酸素量Ｏ2dｈ以上であるか否かを判定し、判定の結果、増加酸
素量ΣΔＯ2dが上限酸素量Ｏ2dｈ未満であれば、Ｓ４１０へと戻り、Ｓ４１０からＳ４４
０を繰り返す。
【００８１】
　一方、Ｓ４５０での判定の結果、増加酸素量ΣΔＯ2dが上限酸素量Ｏ2dｈ以上であれば
、セタン価検出処理を終了する。
　なお、Ｓ４４０での判定の結果、発生トルクが基準トルクｇ以上であれば、不発生要因
が筒内酸素密度であるものとして、Ｓ４６０へと進む。
【００８２】
　そのＳ４６０では、ＲＯＭに記憶された筒内酸素密度補正マップから、Ｓ４３０にて記
憶された増加酸素量ΣΔＯ2dに対応する酸素密度補正係数ＫＯ2を読み出し、その後、セ
タン価検出処理のＳ１８０へと戻る。
【００８３】
　つまり、酸素密度補正処理では、不発生要因が筒内酸素密度であるものと判定すると、
増加酸素量ΣΔＯ2dが基準値以上であれば、増加酸素量ΣΔＯ2dが大きいほど小さな値（
ただし、１未満）の酸素密度補正係数ＫＯ2を取得し、不発生要因が、吸気温度及び筒内
酸素密度以外であるものと反対された場合には、使用燃料のセタン価を検出することなく
セタン価検出処理を終了する。
【００８４】
　ここで、セタン価検出処理（即ち、図２）へと戻ると、Ｓ１８０では、このＳ１８０へ
と進んだ時点でＲＡＭに記憶されているプレ噴射時の噴射量Ｑｐを読み出す。そして、そ
の読み出した噴射量Ｑｐから予め規定された第一変更量ΔＱｐだけ増加した噴射量Ｑｐを
ＲＡＭに記憶すると共に、カウンタＮを一つインクリメントする。
【００８５】
　つまり、今サイクルにて補正係数算出処理を経てＳ１８０へと進んだ場合には、補正係
数算出処理にて増加された噴射量Ｑｐ（即ち、初期設定量Ｑｐｆ＋ΣΔＱｐ２）を、さら
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に第一変更量ΔＱｐ増加し、今サイクルにて補正係数算出処理を経ることなくＳ１８０へ
と進んだ場合（即ち、Ｓ１７０：ＹＥＳ）には、Ｓ１５０にて噴射された噴射量Ｑｐから
変更量ΔＱｐだけ増加する。
【００８６】
　以下では、初めてＳ１８０へと進んだ際に、ＲＡＭに記憶した噴射量Ｑｐを初期量Ｑｐ
１と称す。
　続く、Ｓ２００では、カウンタＮが予め規定された最大数Ｎｍａｘ（本実施形態では６
とする）以上であるか否かを判定し、判定の結果、最大数Ｎｍａｘ未満である場合にはＳ
１５０へと戻り、Ｓ１５０からＳ１８０の処理を繰り返す。なお、一度、補正係数算出処
理を実行すると、噴射量の増加や、流入気体中の酸素量の増加により、発生トルクが基準
トルクｇ以上となるため、再度、補正係数算出処理が実行される可能性は低くなる。つま
り、Ｓ１９０にて実行される補正係数算出処理では、発生トルクが基準トルクｇ以上とな
った場合にのみ、セタン価検出処理へと戻るため、補正係数算出処理は、初回のみ実行さ
れ、二回目以降に実行される可能性は少ない。
【００８７】
　なお、Ｓ２００での判定の結果、カウンタＮが最大数Ｎｍａｘ以上である場合には、Ｓ
２１０へと進む。
　そのＳ２１０では、初期量Ｑｐ１にてプレ噴射を実行した時の発生トルク値（以下、初
期トルク値とする）と、カウンタの値がＮｍａｘ－１回目時に噴射量Ｑｐ（即ち、噴射量
Ｑｐ（＝Ｑｐ１＋４×ΔＱｐ））にてプレ噴射を実行した時の発生トルク値（以下、変更
トルク値とする）を読み出す。そして、初期トルク値から変更トルク値への変化分（以下
、トルク値変化量とする）を求め、さらに、噴射量Ｑｐの増加分（即ち、４×ΔＱｐ）に
対するトルク値変化量の変化率（割合）を表すトルク感度を導出する。
【００８８】
　具体的に、本実施形態では、トルク値変化量を噴射量Ｑｐの増加分にて除することによ
り、トルク感度を算出する。
　続く、Ｓ２２０では、ＲＯＭに格納されたセタン価対応マップから、Ｓ２１０にて導出
したトルク感度に対応する推定セタン価ＣＮａを読み出す。
【００８９】
　そして、Ｓ２３０では、Ｓ２２０にて読み出した推定セタン価ＣＮａに、補正係数算出
処理（ここでは、酸素密度補正処理も含む）にて導出された温度補正係数Ｋｔ，酸素密度
補正係数ＫＯ２を乗じることにより、推定セタン価ＣＮａを補正し、セタン価ＣＮを導出
する。ただし、補正係数算出処理、及び酸素密度補正処理が実行されていない場合には、
温度補正係数Ｋｔ，酸素密度補正係数Ｋｏ２は、１となるようにされている。即ち、補正
係数算出処理が実行されていない場合には、Ｓ２２０にて読み出した推定セタン価ＣＮａ
が、そのままセタン価ＣＮとなる。
【００９０】
　その後、Ｓ２３０にて補正された使用燃料のセタン価ＣＮをＲＡＭ等に記憶した後、本
セタン価検出処理を終了する。
　そして、このように求められたセタン価ＣＮを用いて、内燃機関制御ＥＣＵ５０は、主
噴射やその他の噴射の噴射量、及び噴射タイミングを補正するための処理等を実行する。
【００９１】
　つまり、本実施形態のセタン価検出処理では、ディーゼル機関５が定常状態で運転され
ており、かつ、環境指標及び吸気指標の両方が許容範囲に入る場合に、初期設定量Ｑｐｆ
を噴射量Ｑｐとしてプレ噴射を実行し、取得された発生トルクが基準トルクｇ未満であれ
ば（即ち、不発生要因があれば）、補正係数算出処理を実行する。そして、補正係数算出
処理では、不発生要因が吸気温度であれば、温度補正係数Ｋｔを取得し、不発生要因が筒
内酸素密度であれば、酸素密度補正係数ＫＯ2を取得する。
【００９２】
　一方、不発生要因がない場合、もしくは不発生要因が解消された場合、初期量Ｑｐ１、
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及び初期量Ｑｐ１から変更量ΔＱｐだけ増加した噴射量Ｑｐにてプレ噴射を実行し、それ
らのプレ噴射にて取得される発生トルク値、及びそれらのプレ噴射での噴射量Ｑｐの増加
分に従って、トルク感度を導出する。そして、その導出されたトルク感度に基づき、推定
セタン価ＣＮａを検出すると共に、補正係数算出処理にて、温度補正係数Ｋｔもしくは酸
素密度補正係数ＫＯ2を取得していれば、推定セタン価ＣＮａに補正係数を乗じることに
より補正したセタン価ＣＮを求める。
【００９３】
　なお、本実施形態のセタン価検出処理におけるＳ１８０が本発明の副噴射制御手段に相
当し、Ｓ１５０が本発明の物理量取得手段に相当し、Ｓ２１０が本発明の変更感度導出手
段に相当し、Ｓ２２０が本発明の燃料性状検出手段に相当する。さらに、セタン価検出処
理におけるＳ１３０が本発明の環境指標取得手段及び吸気指標取得手段に相当し、Ｓ１１
０が本発明の運転指標取得手段に相当し、Ｓ１２０及びＳ１４０が本発明の適合判定手段
に相当する。
【００９４】
　また、本実施形態の補正係数算出処理が本発明の要因判定手段に相当し、セタン価検出
処理のＳ２３０が本発明の補正手段に相当し、補正係数算出処理のＳ３１０が本発明の噴
射量変更手段に相当し、酸素密度補正処理のＳ４１０が流入制御手段に相当する。さらに
、本実施形態の補正係数算出処理におけるＳ４３０が本発明の温度取得手段に相当し、酸
素密度補正処理におけるＳ３４０が本発明の酸素密度算出手段に相当する。
［実施形態の効果］
　以上説明したように本実施形態のセタン価検出処理では、ディーゼル機関の運転状態や
、動作環境にバラつきが生じたとしても、大きく変動しないトルク感度を利用して、使用
燃料のセタン価を検出している。
【００９５】
　したがって、本実施形態のセタン価検出処理によれば、ディーゼル機関の運転状態や、
動作環境による影響をオフセットでき、この結果、セタン価の検出精度を向上させること
ができる。
【００９６】
　さらに、本実施形態のセタン価検出処理によれば、運転指標が規定範囲内に入り、かつ
環境指標及び吸気指標が許容範囲に入る場合、即ち、ディーゼル機関が予め設定された動
作条件を満たす場合にのみ、セタン価を検出するため、使用燃料のセタン価の検出精度を
より向上させることができる。
【００９７】
　また、本実施形態のセタン価検出処理では、補正係数算出処理にて、初期設定量Ｑｐｆ
での副噴射時に発生した発生トルク値が、規定トルクｇ未満であれば、その発生トルク値
が規定トルクｇ未満となった要因に基づいて、補正係数を導出して、セタン価を補正する
。このため、本実施形態のセタン価検出処理によれば、最終的に出力されるセタン価の検
出精度をより向上させること、即ち、補正後のセタン価を実際のセタン価に近づけること
ができる。
【００９８】
　特に、本実施形態の補正係数算出処理（ここでは、酸素密度補正処理も含む）では、副
噴射の噴射量を増加、もしくは流入気体の酸素量を増加させることにより、不発生要因を
解明するので、ディーゼル機関の動作に影響を最小限に抑制した上で、セタン価の補正を
行うことができる。なお、本実施形態の酸素密度補正処理では、発生トルク値が基準トル
クｇ未満である場合、発生トルク値が基準トルクｇ以上となるまで、流入気体の酸素量を
増加させるため、結果として、筒内酸素密度が所定値未満となることを防止でき、副噴射
時に未燃焼となることを防止できる。
【００９９】
　これらの結果、本実施形態のセタン価検出処理にて検出された使用燃料のセタン価に基
づいて、主噴射及び副噴射（即ち、パイロット、プレ、メイン、アフター、ポスト）の噴
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射時のタイミングや、噴射量、及びディーゼル機関からの排気ガスをシリンダ内へと還流
する際の還流ガス量を制御することにより、排気エミッション（例えば、ＮＯｘ，スモー
ク，ＨＣ，Ｃｏ）を低減することができる。
【０１００】
　これらの結果、本実施形態の内燃機関制御システム１によれば、従来の内燃機関制御シ
ステムに新たなセンサー等を追加することがないため、コストを抑制しつつ、セタン価の
検出精度を向上させることができる。
［その他の実施形態］
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上記実施形態に限定されるもの
ではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において様々な態様にて実施することが可能で
ある。
【０１０１】
　例えば、上記実施形態におけるセタン価検出処理では、回転数の変動が、規定範囲に入
る場合、即ち、ディーゼル機関５が定常状態である場合に、セタン価の検出を許可してい
たが、セタン価の検出を許可する条件に、回転数によって表される状態がアイドリング時
、もしくは減速時（燃料カット時）であることを加えても良い。これらの条件を加えるこ
とで、使用燃料のセタン価をより正確に検出することができる。
【０１０２】
　また、上記実施形態におけるセタン価検出処理では、ディーゼル機関５の回転数に基づ
いて、ディーゼル機関５が定常状態にあるか否かを判定していたが、ディーゼル機関５が
定常状態であるか否かを判定する方法はこれに限るものではなく、例えば、主噴射時の噴
射量に基づいて判定しても良い。この場合、主噴射時の噴射量の変動が、規定時間継続し
て予め規定された規定範囲内に入るか否かにより判定することが望ましい。
【０１０３】
　さらに、上記実施形態のセタン価検出処理では、環境指標として吸気温度を取得したが
、取得する環境指標に大気圧を含めても良い。この場合、吸気温度が許容範囲内であり、
かつ大気圧が予め規定された規定圧以上である場合に、セタン価の検出を許可することが
望ましい。つまり、ディーゼル機関５を搭載した自動車が予め規定された標高以上の地点
を走行する場合には、セタン価の検出を禁止しても良い。
【０１０４】
　上記実施形態のセタン価検出処理では、吸気指標としてＥＧＲ率のみを取得したが、吸
気指標に流入気体の量や、吸気温度を含めても良い。この場合、ＥＧＲ率、流入気体の量
、吸気温度の少なくとも一つが許容範囲に入る場合に、使用燃料の検出を許可しても良い
が、これらの全てが許容範囲に入る場合に、使用燃料のセタン価の検出を許可することが
望ましい。
【０１０５】
　なお、上記実施形態のセタン価検出処理では、環境指標、吸気指標の両方ともが許容範
囲に入る場合に、セタン価の検出を許可していたが、セタン価の検出を許可する条件は、
これに限るものではなく、例えば、環境指標、吸気指標のいずれか一方が許容範囲内であ
ったときにセタン価の検出を実行しても良いし、この環境指標、吸気指標の項目が省略さ
れていても良い（即ち、運転指標のみが満たされた時に、セタン価の検出を許可しても良
い）。
【０１０６】
　さらに、セタン価の検出を許可する条件に、燃料が新たに給油されことを加えても良い
。ただし、この場合、給油口が開かれたことや、燃料が増加したこと等を検出する必要が
ある。このようにすれば、必要以上にセタン価検出処理が実行されることを防止できる。
【０１０７】
　ところで、上記実施形態のセタン価検出処理では、トルクセンサー５７にて発生トルク
を直接検出していたが、発生トルクを検出する方法は、これに限るものではなく、例えば
、クランク角センサー５６にて検出されるクランク角の変動から推定しても良いし、その
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他の方法から求めても良い。
【０１０８】
　また、上記実施形態のセタン価検出処理では、トルク値変化量を噴射量Ｑｐの増加分に
て除することにより、トルク感度を算出したが、トルク感度の算出方法は、これに限るも
のではなく、例えば、噴射量Ｑｐの増加分毎に、発生トルク値の増加分を求め、その発生
トルク値の増加分を噴射量Ｑｐの増加分にて除した値の平均を、トルク感度として求めて
も良い。
【０１０９】
　さらに、上記実施形態のセタン価検出処理では、セタン価を検出するための指標（即ち
、トルク感度）を導出するための物理量として、発生トルクを用いたが、セタン価を検出
するための指標を導出するための物理量は、発生トルクに限るものではなく、例えば、副
噴射時の燃焼量であっても良いし、回転数の変動を用いても良いし、それらから導出され
るディーゼル機関５の仕事量であっても良い。つまり、副噴射時の噴射量の変化に対し、
リニアに変動する物理量であれば、どのようなものでも良い。
【０１１０】
　なお、上記実施形態の内燃機関制御ＥＣＵ５０に格納された各種マップは、上記実施形
態にて示したものに限るものではなく、吸気温度補正マップであれば、例えば、噴射量Ｑ
ｐの増加分と補正係数とが対応付けられていても良いし、噴射量Ｑｐ毎に、温度偏差と補
正係数との対応関係が示されていても良い。また、筒内酸素密度補正マップであれば、例
えば、温度偏差毎に、酸素増加分と補正係数との対応関係が示されていても良い。
【０１１１】
　ところで、上記実施形態では、流入気体中の酸素密度を、「流入気体中の酸素質量」を
「ピストンヘッドが圧縮端に位置する時の隙間容積」で除することで導出したが、酸素密
度の導出方法は、これに限るものではなく、例えば、シリンダ容積で除しても良いし、流
入気体全体の質量で除しても良い。つまり、流入気体中の酸素密度を識別可能な態様であ
れば、どのように求めても良い。
【０１１２】
　そして、上記実施形態におけるセタン価検出処理（より正確には、補正係数導出処理）
では、予め記憶されたマップに基づいて補正係数を導出したが、補正係数は、マップを持
つことなく予め規定された算出式に基づいて求められても良い。
【０１１３】
　さらに、上記実施形態におけるセタン価検出処理では、第一変更量ΔＱｐだけ増加する
ことで噴射量Ｑｐを変更したが、噴射量Ｑｐを変更する方法は、これに限るものではなく
、例えば、第一変更量ΔＱｐだけ減少させることで、噴射量Ｑｐを変更しても良い。ただ
し、この場合、初期設定量Ｑｐｆでの発生トルク値が基準トルクｇを大きく上回る必要が
ある。なお、第一変更量ΔＱｐや第二変更量ΔＱｐ２は、一定量であっても良いし、噴射
量Ｑｐを変更する毎に異なる量であっても良い。
【０１１４】
　なお、上記実施形態におけるセタン価検出処理では、プレ噴射時の噴射量を制御するこ
とで、セタン価を検出したが、セタン価を検出するために噴射量を制御する噴射は、プレ
噴射に限るものではなく、例えば、アフター噴射を利用しても良いし、主噴射以外に燃焼
可能なタイミングで、プレ噴射、アフター噴射とは異なる新たな微小噴射（即ち、副噴射
）を実行しても良い。つまり、主噴射の前後の燃焼可能なタイミングに、主噴射よりも少
ない噴射量で実行される噴射であれば、どのようなものを用いても良い。
【０１１５】
　さらに、上記実施形態の内燃機関制御システム１は、自動車に搭載されていたが、内燃
機関制御システム１は、自動車に搭載されたものに限らず、例えば、鉄道用のディーゼル
機関車に搭載されていても良い。
【図面の簡単な説明】
【０１１６】
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【図１】内燃機関制御システムの概略構成を示した説明図である。
【図２】セタン価検出処理の処理手順を示したフローチャートである。
【図３】補正係数算出処理の処理手順を示したフローチャートである。
【図４】酸素密度補正処理の処理手順を示したフローチャートである。
【図５】適合マップの一例を示した説明図である。
【図６】セタン価対応マップの一例を示した説明図である。
【図７】吸気温度補正マップ、及び酸素密度補正マップの一例を示した説明図である。
【図８】酸素密度と副噴射時の微小燃焼との関係を示した説明図である。
【符号の説明】
【０１１７】
１…内燃機関制御システム　５…ディーゼル機関　１０…排気系　１１，２７，３３…導
管　１２…後処理装置　２０…吸気系　２２…新鮮空気供給系　２３…エアクリーナ　２
４…過給機　２５…吸気冷却装置　２６…新鮮気体調整弁　３０…還流系　３１…還流ガ
ス冷却装置　３２…還流ガス調整弁　４０…燃料供給系　４１…燃料タンク　４２…サプ
ライポンプ　４３…コモンレール　４４…インジェクタ　５１…吸気温センサー　５２…
吸気圧センサー　５３…吸気組成センサー　５４…Ａ／Ｆセンサー　５５…大気圧センサ
ー　５６…クランク角センサー　５７…トルクセンサー　５０…内燃機関制御ＥＣＵ

【図２】 【図３】
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